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れ  た (13)。 
 幕府崩壊後の1870年に熊本藩では藩知事の細川護久が藩政改革に着手したが、小楠の門弟の徳
富一敬や竹崎健次郎ら実学党が実権を握り、その結果、藩政府には知事と役人からなる上院の議
会と一般から選出される下院の議会がおかれた。公議政体論の地方版が生まれたのである。 
 沼山津に蟄居していた横井小楠は、王政復古の直後に朝廷から召命が下る。最初は難色をしめ
していた熊本藩からの許可もおり、士席も復活する。小楠も召命を受諾した。武力討幕には批判
的であったが、徳川幕府にかわり、天皇の政権が成立したのを喜ぶ。 
 新政府で議政官の参与に任命された横井小楠は病気がちであったが、京都の太政官での職務に
励む。ところが、1869年１月５日、太政官からの帰り道に大和十津川の郷士らに暗殺される。彼
ら郷士は小楠がキリスト教を広げようとし、また廃帝を考えているとの罪状をあげていた。 
 
（５）「版籍奉還」と「公議」の後退 
 
 1869（明治２）年１月大久保利通と木戸孝允の画策で薩摩・長州・土佐・肥前の４藩主が版籍
奉還を上表、６月にはすべての藩の版図（領土）と戸籍（領民）を天皇に返上させ、かわりに藩
主は地方官として旧領地の知藩事に任命し、石高にかわる家禄をあたえるという版籍奉還が断行
された。旧大名は温存されたが、大名を地方官僚とすることで中央集権化を進めた。 
 版籍奉還につづいて７月８日には「職員令」を制定して中央と地方の官制を改革した。中央統
治機構として太政官と神 官を置き、太政官のもとには民部、大蔵、兵部、刑部、宮内、外務の
６省と大学校や弾正台などがおかれた。アメリカ的な政治形態から古代の律令制に倣うことで、
天皇親政を明確化するのが目的であった。 
 公議所は集議院と改称されるとともに、発議権はなくなり、任務は太政官から下される議案に
答申するのみとなる。「公議」は建前として残されたが、実質的な意味は失われる。 
 公議政体論派にとっては大政を朝廷に奉還したのちには幕政を公議政体に改革するのを政治目
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標としていたのだが、武力討幕派にとっての公議政体論は討幕を正当化するための手段であった。
政権を奪取したのちには、天皇の権限を強化する一方で、公議の排斥に動く。 
 地方の管制につても、藩では家老や年寄は廃され、府県と同様に大参事・権参事以下の役職が
置かれた。 
 
（６）「廃藩置県」のクーデター―「公議」の終焉 
 
 ２年後の1871（明治４）年７月14日に木戸、大久保、西郷が岩倉と三条に告げて天皇の裁可を
え、その詔勅のもとに、在京の諸藩知事に「廃藩置県」を命じた。そのとき反抗にそなえて薩摩
・長州・土佐３藩の親兵８千が東京に集められた。第１の王政復古のクーデターでは徳川幕府が
廃され、第２の王政復古のクーデターですべての藩が廃された。藩知事は罷免され、中央政府か
ら府知事・県令が任命される。このときにも詔勅という天皇の権威と薩・長・土の武力がものを
いった。 
 廃藩置県後の1870（明治３）年８月には官制を改め、神 官を廃止する。実権は太政官の大臣
・参議に握られ、太政大臣には三条実美、右大臣には岩倉具視、参議には西郷隆盛、木戸孝允、
板垣退助、大隈重信が就いた。それとともに、三条と岩倉以外の公卿と諸侯は要路から外された。 
 太政官の下には正院・左院・右院がおかれ、正院の下には行政各省がおかれた。1871年９月に
文部省が設置される。集議院は閉じられる。それにかわったのが左院であったが、議員の任免権
は正院が握り、その諮問機関でしかなかった。右院は各省の卿（長官）、大輔（次官）の合議体
であった。 
 議会の権限はかぎりなく縮小され、天皇の権威はさらに強化される。その天皇の権威を根拠に
して、政治の実権は薩摩・長州・土佐・肥後４藩の旧武士たちに握られる。天皇親政のもとでの
有司専制の確立にむかう。その政府内での征韓論をめぐる対立から西郷隆盛、板垣退助らが1873
（明治６）年に下野すると、新設された内務郷に就任した大久保利通の独裁的政権が築かれた。
政体のモデルは議会制のアメリカから君主と強力な軍隊をもつ新興国のプロシアに代わる。 
 
６ 明治維新と横井小楠（２） 
 
（１）教育の改革―「実学」 
 
 幕末の日本は教育の時代であった。それは明治になっても変わらなかった。維新後、藩が廃さ
れるまでの間に48の藩校が新設されている。私塾や寺子屋の開設も活発で、『日本教育史資料』
（文部省編）の「私塾寺子屋表」によると、182の私塾と1035の寺子屋が新しく生まれたとされ
ている。実際にはその数よりもずっと多くの私塾と寺子屋が開かれたとみられている。 
 新政府も学校教育の整備に力を注いだ。小楠の「国是十二条」にも「学校を興せ」という１条
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があった。維新直後に岩倉具視は政治を担うことになった公家のために儒教教育の漢学所と国学
教育の皇学所を京都に設立した。しかし、公家が京都を離れ、東京に居を移すとともに廃校とな
る。東京では新政府が幕府管轄の学校であった昌平坂学問所、開成所、医学所を接収して、昌平
学校、開成校、医学校と改称、さらに、昌平学校を儒教と国学のための大学校とし、西洋科学の
開成校と西洋医学の医学校をその分局とした（分局は大学南校と大学東校と改称）。だが、大学
校はほどなく1870年に廃止され、代わって、文部行政をつかさどる文部省が設置された。藩校は
廃藩置県で廃止された。 
 文部省は1872年に「学制」を制定、大学・中学校・小学校を設置するとした。江戸時代には自
由に開設できた私塾・寺子屋は許可制ととなり、学校教育は政府の主導の下におかれることにな
った。大学南校と大学東校は合併して東京大学となり、「学制」による大学の第１号となって、
学校教育の中央集権体制の頂点に位置することになる。 
 文部書が力を入れたのは小学校の設置、男女すべての国民が小学校に就学すべきとし、市町村
に設置を命じた。それは国民皆兵となった軍部から要請でもあった。 
 「学制」では教育というのは「身を立てる
も と で
財本」であるとし、それまでの「詞章記誦」「空理
虚談」が排され、実学が重視された（「学事奨励に関する被仰出書」）。福沢諭吉が『学問のすゝ
め』でいう「人間普遍日用に近き実学」であって、福沢はそれを西洋の科学にもとめた。 
 福沢の実学は横井小楠の実学に重なる。小楠も「詞章記誦」「空理虚談」の教育を批判し、身
近な問題に出発すべきとした。しかし、福沢がそれまでの儒教中心の教育を排斥するのにたいし
て、小楠は儒教の教育の徹底にあった。「堯舜三代の治」が理想であって、知識や技術の獲得よ
りも、人間としての自己完成が求められた。 
 
（２）小楠の志は自由民権運動に 
 
 藩閥政府による有司専制に抗議したのが自由民権運動にほかならない。征韓論で敗れて下野し
た板垣退助、後藤象二郎、江藤新平、副島種臣のほか、前東京府知事の由利公正やイギリス留学
から帰国した古沢滋らは翌年の1874年１月17日に民撰議院設立建白書を太政官の左院に提出した。
天賦人権論にもとづき、民選による国会の開催を第一の目標にあげていた。それは儒教が理想と
した「尭舜三代の治」に立ち返りながら、西洋の議会制度に学ぼうとする小楠の思想を継承する
ものであった。 
 彼らは「五箇条の誓文」の「広く会議を興し万機公論に決すべし」を実現せよ、とさけぶ。西
洋の民主主義に学びながら、身分に関係がなく人民に参政権を与えよ、と主張する。廃止された
太政官の公議所をさらに人民の側に立って再興せよ、というのである。その主張の基礎にあるの
は「天賦人権」、ヨーロッパの啓蒙思想が説く自然権である。この「天」はキリスト教の創造主
にねざすものであるが、日本では儒教の「天」を媒介して受け入れられたのであって、キリスト
教にも理解をしめしていた小楠の天を継承するものであった。 
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 自由民権運動の結社の多くが学塾を設けた。小楠がそうであったように教育と政治は一体と考
えていたのある。しかも、そこでは、自由と民権という西洋の思想に学ぶとともに、伝統の儒教
も重視された。板垣らは「民撰議院設立建白書」を提出すると、高知に運動の結社立志社を設立
したが、そこでは「自修自治」が教育の目標に掲げられた。儒教教育の「修己治人」を受け継い
だものである。自治を成立させるにも個々の人間の確立が不可欠とされていたのである（12）。 
 維新後に横井小楠の公議政体論の影響をうけた徳富一敬らによって樹立された実学党主導の熊
本藩の政権は廃藩置県で政府から派遣された県令の安岡良亮によって1873年に解体された。しか
し、西南戦争が終わった後に熊本にも自由民権運動の結社の相愛社が創設される。一敬の子の徳
富蘇峰は同志社を退学して相愛社に参加、機関紙の『東肥新報』の編集にたずさわるとともに、
自由民権運動の学塾大江義塾を開く。それには一敬も協力した。 
 全国的な広がりを見せた自由民権運動を明治政府は弾圧する。国民が平等に政治に参加する議
会など認めることができない。支配体制を危うくする。事実、自由民権運動は豪農層から一般農
民にも拡大した。弾圧は苛烈となる。警察力だけでない、国民皆兵となった軍隊までもが動員さ
れた。 
 自由民権運動は「学制」で生まれた小学校の教師に浸透した。教育のもつ力を恐れる政府はそ
れを危険視、そこで制定されたのが「教育勅語」であった。その第一の目的は教師を由民権運動
から切り離すことにあった。 
 「教育勅語」では天皇が原理、天皇は絶対的な存在となる。儒教の徳目で飾られるが、儒教の
原理の「天」が説かれるのではない。儒教の核心にある学問修業における個人の主体性が求めら
れるのではない。天皇の絶対化という点では水戸学や吉田松陰と共通するが、水戸学も吉田松陰
の教育思想の中心には自己の確立があった。「教育勅語」にはそれがない。あるのは天皇への滅
私奉公、「一旦緩急あれば義勇公に奉じ以て天壌無窮の皇運を扶翼すべし」であった。 
 
あとがき―私たちにとっての横井小楠 
 
 太平洋戦争の敗戦は日本に教育の革命をもたらし、それは日本国憲法と教育基本法とに結実し
た。教育基本法の「前文」には、日本国憲法のしめす理想の実現には教育の力をまつ、とあるよ
うに、両者は一体のもの、民主的で文化的な社会を築くのには真理と平和を愛する人間の育成が
必要であると考えられていた。理想の社会のために理想の教育が期待されていたのである。 
 日本国憲法と教育基本法はアメリカの押しつけであるとの批判がなされてきたのだが、日本国
憲法の掲げた民主的で文化的な社会の建設という理念は横井小楠の教育・政治思想の原点にあっ
た「堯舜三代の治」にも見られたものである。教育基本法が教育の目的とした「人格の完成」に
ついても、小楠によって学問修業によって人間としての自己完成（「己の為め」）をめざすべきこ
とが強調されていた。日本国憲法と教育基本法が一体であるというのも小楠の「学政一致」に通
ずる。それは自由民権運動の「自修自治」として継承された。アメリカの主導で作られた日本国
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憲法と教育基本法ではあったとしても、真の教育を追求してきた日本の教育の伝統の復興でもあ
った。 
 しかし、現在の日本の学校教育は個人の「人格の完成」をめざす場であるという理想からほど
遠い。戦後の学校教育は、経済の復興とともに、人間の成長のための教育から、産業の成長のた
めの教育へと転換した。教育が経済市場に組み込まれ、学校は工場となる。大量生産される工業
製品と同じく、その工場化された学校からは品質の管理された商品として大量の生徒と学生が社
会に送り出される。多様な個性をもつ生徒と学生が単一のスケールで数値化され、学校が序列化
されているのである。小楠が『学校問答書』で藩校の設立に慎重であらねばならないとのべてい
たことが、現代の学校教育にもあてはまる。 
 このような学校を本来の姿に回復するには、学校教育を支配している政治を変えねばならない
のだが、儒教によれば政治を変えるのも教育である。教育基本法も同じ精神で制定された。とこ
ろが、産業界に加担して、教育の統制と管理を強める政治権力にたいして教師は従順となる。そ
のような状況を生み出した政治を語る教師は少なくなった。小楠は教師の政治離れを批判してい
たが、現在の状況はより深刻である。学校教育の現実はひじょうに暗い。 
 しかし、私は絶望をしていない。私たちはここでも藩校・時習館から離れ、理想の教育を実践
しようとして私塾・小楠堂を開いた小楠に学ぶことができると見ている。私塾では一般に身分や
年齢は関係がなく、だれでも入門でき、いつでも入門でき、辞めることができる。そこで私塾に
求められるのは「志」である。 
 私たちもいたるところに私塾を創り出そう。小楠のように６畳の居間ではじめてよい。立派な
建物や設備などは不必要だ。手紙の遣り取りでの交換教授でもよい。インターネットを利用する
のもよい。小楠は小楠堂で朱子学の書を読んだのであるが、もちろん、私たちは私たち流でよい。
歴史でも、文学でも科学でもよい。経営学でも、子ども学でももちろんよい。そこで、なにが真
理であるのか、を学ぶ。平和について考える。教育や政治のありかたについても語りあう。 
 今の若者には志がないといわれるが、そのような見方は正しくない。長く若者と付き合ってき
た私は若者の心の深い底には志が隠されているのを知っている。学校教育に浸かっているうちに、
若者は志を隠してしまうようになったのだ。 
 工場化した学校教育も利用ができる。ただちに抜本的な改革は困難でも、学校で私塾的な教育
をおこなう道はある。無着成恭の「山びこ学校」や宇井純の「自主講座」のようにである。肝心
なのは教師のほうのやる気、「志」である。私が前任の静岡大学なかでおこなった単位とは無関
係な「自主ゼミ・科学史」にも「志」を秘めた多数の学生が参加してくれた。 
 小楠の実学研究会のような仲間との研究会もよい。愛知東邦大学でも名東の寺子屋研究会に参
加、そこで幼児教育の意義とその問題点についての理解を深めることができた。地域創造研究所
主催の研究会、九条の会の集会にも時間のゆるすかぎり出席した。「学ばざればすなわち老いて
衰う」（『近思録』為学大要篇）、ここにも歳のいった教員が集まっていた。いいことだ。 
 このような学びの場をあらゆるところに拡大しよう。それによって日本全体を「朋友講学の情
 127 
宜」（『学校問答書』）の社会に高め、そこから社会を動かし、新しい社会をつくりだす人間も育
つ。教育にはそのような可能性があるのだ。 
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